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2022 年 11 月 14 日 
報道関係各位 

一般社団法人日本能率協会 
 

 

一般社団法人日本能率協会（会長：中村正己、JMA）は、企業が抱える経営課題を明らかにし、これからの経

営指針となるテーマや施策の方向性を探ることを目的に、1979 年から、企業経営者を対象に、「当面する企業経営

課題に関する調査」を実施しています。今年は 2022年 7～8月に調査を実施し、689社からの回答を得ました。 

今回は第 2弾として、各社におけるスタートアップ企業との協業についての取り組み状況について、ご報告します。 

 
 

 

※詳細な調査報告書は 12月に公表予定です。 

 

■ 「2022年度（第 43回）当面する企業経営課題に関する調査」概要 

調査時期 2022年 7月 22日～8月 19日 

調査対象 
JMA の法人会員ならびに評議員会社、およびサンプル抽出した全国主要企業の経営者 

（計 5,000社） 

調査方法 郵送調査法（質問票を郵送配布し、郵送およびインターネットにより回答） 

回答数・回収率 回答数 689社・回答率 13.8％ （回答企業の概要は 8 ページに記載） 
 

※ 調査データを引用する際は、出典名（一般社団法人日本能率協会「日本企業の経営課題 2022」）を明記し

てください。 
 

【本件に関するお問合せ先】 

一般社団法人日本能率協会  経営企画センター 広報・マーケティング室 綿貫 里美 

〒105-8522 東京都港区芝公園 3-1-22 TEL：03-3434-8620 または 090-6510-9161 

E-mail：jmapr@jma.or.jp 

 

 

１．大企業の４割がスタートアップ企業と協業。中堅・中小企業は６割が未だ検討せず 

２．協業・支援・交流の具体的な内容は、製造業では、「技術提供・技術交流」が８割以上 

３．交流のきっかけは「経営者や幹部の人脈」が 5割以上 

４．協業・支援・交流の理由は、1位「新規事業の開発」が 66.6%、2位は「自社にない先進 

技術の獲得」（53.3%） 

５．スタートアップ企業との協業のポイントは「お互いの目的・ビジョンの一致」が 7割以上 

 

 

 

 

3．スタートアップ企業との協業のポイントは「お互いの目的・ビジョンの一致」 

『日本企業の経営課題 2022』  調査結果速報 【第２弾】  

スタートアップとの協業のポイントは「お互いの目的・ビジョンの一致」が 7割 

新規事業の開発を目的として交流する場合が 6割 
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本調査では、 

大企業 ：従業員数 3,000人以上 

中堅企業：従業員数 300人以上～3,000人未満 

中小企業：従業員数 300人未満 

と区分しています。 

 

1．大企業の 4割がスタートアップ企業と協業。中堅・中小企業は 6割が未だ検討せず 

 

○ スタートアップ企業との協業状況は、全体の 19.4％が「協業している」、11.6%が「協業はしていないが支援・交

流している」、17.1%が「検討中」との回答がありました【図 1】。 

○ 大企業ではスタートアップ企業と、40.0%が「協業している」、18.6%が「協業していないが支援・交流している」

との回答がありました。中堅企業と、中小企業についてはスタートアップ企業と、「協業・支援・交流しておらず、検

討もしていない」との回答が約 6割ありました。企業規模別にはっきりとした傾向が出ています。 

○ 業種別にみると、製造業では 13.2%、非製造業では 23.7%が「協業している」と回答しており、非製造業の方

がややスタートアップ企業との協業が進んでいることがわかりました。 

 

【図 1】  スタートアップ企業との協業・支援・交流関係  
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2．協業・支援・交流の具体的な内容は、製造業では、「技術提供・技術交流」が 8割以上 

 

○ スタートアップ企業と「協業している」または「協業していないが支援・交流している」と回答した企業（n=214）に

具体的な内容を尋ねたところ、【図 2－1】のとおり、「技術提供・技術交流」（65.9%）、「資金提供」

（52.3%）、「人的支援・人的交流」（42.1%）の順で多い結果となりました。 

○ 製造業では、「技術提供・技術交流」が 8割以上であり、技術面での交流が中心であることが特徴となりました。 

○ 非製造業では、「営業支援」が 4割以上に対して、製造業は 2割未満でした。 

 

【図 2－1】  スタートアップ企業との協業・支援・交流の具体的な内容（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 協業状況別でみると、協業している企業における具体的な協業内容は、「技術提供・技術交流」、「資金提供」、

「人的支援・人的交流」、「営業支援」と、さまざまであり、支援・交流している企業の支援内容は、「技術提供・

技術交流」が主であることがわかりました【図 2－2】。 

 

【図 2－2】  スタートアップ企業との協業・支援・交流の具体的な内容（協業状況別） 
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3．交流のきっかけは「経営者や幹部の人脈」が 5割以上 

 

○ スタートアップ企業と「協業している」、「協業していないが支援・交流している」または「協業・支援、交流はしてい

ないが検討中である」と、回答した企業（n=332）に交流のきっかけを尋ねたところ、「経営者や幹部の人脈」が

51.2%で最も比率が高い結果となりました【図 3】。続いて、「金融機関を通じて」（37.7%）「取引先を通じて」

（34.3%）も高く、社内や企業活動での人脈といった、身近なリソースを頼りに出会うケースが多いようです。 

○ 企業規模別でみると、大企業は「専門コンサルタントを通じて」「スタートアップ企業との接点づくりのための交流会」

が全体と比べて高く、企業側から積極的に働きかけを行っていることがわかりました。一方で、中小企業は「経営者

や幹部の人脈」の比率が高くなっています。 

 

【図 3】  スタートアップ企業との交流のきっかけ 
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4．協業・支援・交流の理由は、1位「新規事業の開発」が66.6%、2位は「自社にない先進技術 

の獲得」（53.3%） 

 

○ スタートアップ企業との協業・支援・交流理由を尋ねたところ、【図 4】の通り、「新規事業の開発」が 66.6%で最

も比率が高く、次いで「自社にない先進技術の獲得」（53.3%）、「既存事業の強化」（46.1%）の順に高

い比率となりました。既存事業の強化よりも新規事業の開発を目的とするケースが多く、さらには、自社にない技

術の獲得が協業の理由となっていることが多いようです。 

 

○ 企業規模別でみると、大企業はこの傾向が強く、「新規事業の開発」（75.7%）、「自社にない先進技術の獲

得」（64.5%）と全体と比較して高い結果となりました。対して中小企業は先述の 2項目の比率は全体と比較

して低く、「販路拡大」が全体より 16 ポイント高いことが特徴的です。 

 

 

【図 4】  スタートアップ企業との協業・支援・交流理由（企業規模別） 
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5．スタートアップ企業との協業のポイントは「お互いの目的・ビジョンの一致」が 7割以上 
 

○ スタートアップ企業との協業を適切に推進するためのポイントについて、最も高かったのは、「お互いの目的・ビジョン

の一致」（71.1%）でした。3 番目に高い「求める成果・目標の明確化」（46.3%）と併せて、目的や成果へ

の認識を明確にすること、一致させることが必要であると考えられていることがわかりました【図 5－1】。 

○ 企業規模別でみると、大企業は「経営戦略との連動」「事業スピードの加速化」が全体と比較して高くなっていま

す。 

  

【図 5－1】 スタートアップ企業との協業を適切に推進するためのポイント（企業規模別） 
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○ 協業状況別で見ると、支援・交流に留まる企業は、お互いの目的・ビジョンの一致に対する重視度がやや低いが、

協業している企業は、対等なパートナーシップの形成や、意思決定の迅速さ、経営戦略との連動などがポイントだ

と認識していることが特徴的な結果となりました【図 5－2】。 

 

【図 5－2】 スタートアップ企業との協業を適切に推進するためのポイント（協業状況別） 
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問4 　2020年度（直近決算期）売上高 (n=689)

１０億円未満

6.8%

１０億円～

５０億円未満

16.0%

５０億円～

１００億円未満

10.3%

１００億円～

５００億円未満

32.5%

５００億円～

１千億円未満

12.0%

１千億円～

５千億円未満

14.4%

５千億円～

１兆円未満

2.8%

１兆円以上

4.9%

無回答

0.3%

業種分類 ％ 回答数 業種分類 ％ 回答数
製造 40.6 280 非製造業 59.4 409

製造・素材系 12.0 83 小売・卸・商社 14.5 100
繊維 1.0 7 小売 5.1 35
パルプ・紙・紙加工 0.9 6 商社・卸売 9.4 65
化学 4.9 34 建設・不動産 11.9 82
石油・石炭 0.4 3 不動産 2.8 19
ゴム・窯業・土石 1.2 8 土木・建設・建築 9.1 63
鉄鋼・非鉄・金属 3.6 25 倉庫・運輸 4.2 29

製造・組立系 18.7 129 輸送サービス（陸運・海運・空運） 3.3 23
一般機械 5.2 36 倉庫・埠頭 0.9 6
精密機器 1.9 13 情報・通信 8.4 58
電気・電子機器 6.4 44 ソフト開発・情報サービス 7.1 49
輸送用機器 5.2 36 通信サービス 1.3 9

製造・その他 9.9 68 宿泊・飲食 2.8 19
食料品 3.9 27 宿泊・飲食・給食サービス 2.8 19
医薬品 0.3 2 金融・保険 4.5 31
その他製造 5.7 39 金融・保険 4.5 31

その他 13.1 90
出版・放送・報道 0.6 4
公共サービス（電気・ガス・水道） 0.3 2
保健・医療・福祉サービス 1.2 8
人材・教育関連サービス 1.7 12
警備・ビル・設備等のメンテナンス 1.7 12
広告・宣伝・ディスプレイ 2.3 16
その他サービス 4.6 32
農林・水産・鉱業 0.6 4

無回答 0.0 0
合計 100.0 689

回答企業の概要  

 

■ 本社所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 従業員数                        ■ 売上高 
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(n=689) (n=689) 
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【調査結果を受けてのコメント】 

 

○ 今回は、日本能率協会が毎年実施している「経営課題調査」の2022年度の調査結果速報の第2弾と

して、スタートアップ企業との協業についての取り組み状況に関する調査結果をご紹介しています。 

 

○ まず、取り組み状況を見ると、大企業ではスタートアップ企業と、「協業している（40.0%)」、「協業して

いないが支援・交流している（18.6%）」との回答があり、約6割が協業または、支援・交流しているこ

とがわかりました。また、中堅企業と、中小企業についてはスタートアップ企業と、「協業・支援・交流してお

らず、検討もしていない」との回答が約6割あり、事業規模によって、協業の差が出ています。 

 

○ スタートアップ企業との協業・支援・交流の具体的な内容は、業種により差が出ています。最も多かった

具体的な内容は、製造業では、「技術提供・技術交流」で82.9%ありました。他方、非製造業では、同

じく1番目が「技術提供・技術交流」で56.5%となっていますが、2番目の「資金提供」は55.1%となっ

ており、あまり差がありませんでした。 

 

○ 協業・支援・交流の理由を見ると、大企業と中小企業を比較して、大企業の方が高かったものは、「オー

プンイノベーションの推進」（大企業56.1％、中小企業21.1％、差異35ポイント）、「自社にない先進

技術の獲得」（大企業64.5％、中小企業35.6％、差異28.9ポイント）でした。他方、中小企業の方

が高かったのは、「販路拡大」（大企業11.2％、中小企業34.4％、差異23.2ポイント）となっていま

す。「オープンイノベーションの推進」は、中堅企業では40.7％であり、リソース獲得という目標に加えて、

企業規模が大きくなるにつれてイノベーションを起こすための推進施策にも目が向けられていると思われま

す。 

 


